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はじめに 

 

我が国においては、東海・東南海・南海地震等の大規模地震発生の切迫性が指摘され、

甚大な被害の発生が想定されている。また、平成１６年１２月に発生したインド洋大津波

は改めて津波被害の恐ろしさを我々に認識させるものとなった。 

 

このような中で、平成１７年３月に国土交通省は「津波対策検討委員会 提言」をとりま

とめた。提言では、今後、概ね５年以内に緊急的に対応すべき具体的な対策として、津波

や高潮の災害から地域を守るため、重要沿岸域のうち地域中枢機能集積地区において、堤

防等の開口部である水門・陸閘等の自動化・遠隔操作化等を概成することなどが明示され

ている。 

 

国土交通省及び農林水産省では、平成１３年度より、津波・高潮等の海岸災害により壊

滅的な被害を防止し、当該地域の人命・財産の保全を図るため、水門等の海岸保全施設の

一元的な遠隔制御を行うための拠点を整備する、「津波・高潮防災ステーション」の整備を

進めているところである。 

 

しかしながら、水門等の自動化・遠隔操作化を行うにあたっての考え方や、水門等を津

波到達前などに、いかに安全かつ迅速・確実に閉鎖するかについての考え方を示したガイ

ドラインが存在しないのが現状である。 

 

このため、水門等を津波や高潮の到達前などに、安全かつ迅速・確実に閉鎖するための

考え方を示したガイドラインを策定することを目的に「水門・陸閘等管理システムガイド

ライン策定委員会」を設立し、平成１７年１０月から３回にわたる委員会の検討を経て本

ガイドラインを策定したものである。 

 

本ガイドラインが、津波・高潮対策のための水門・陸閘等を管理、運用する自治体及び

機関等において、水門・陸閘等を安全かつ迅速・確実に閉鎖するための設備、体制、運用

等を改善あるいは構築する上での指針となり、津波・高潮防災対策推進の一環となること

を期待する。 
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